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平成 21 年３月期 中間財務諸表の概要 

平成 20年 11 月 28 日 

会 社 名 株式会社かんぽ生命保険 

Ｕ Ｒ Ｌ http://www.jp-life.japanpost.jp/ 

代 表 者 取締役兼代表執行役会長 進藤 丈介  

問合せ先責任者 常務執行役 南方 敏尚 ＴＥＬ （03）3504－4205 
 

（百万円未満切捨て） 
１．20年９月中間期の業績（平成 20年４月１日 ～ 平成 20年９月 30日） 
(1) 経営成績                               

 経 常 収 益 経 常 利 益 中間（当期）純利益 

 百万円 百万円   百万円 
20 年９月中間期 7,315,107 106,308 24,761 
20 年３月期 7,686,842 11,991 7,686 
 
 

 
１ 株 当 た り 
中間（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり中間（当期）純利益 

（注１） 

  円  銭  円    銭 
20 年９月中間期 1,238   06 ―     ― 
20 年３月期   （注２）  768  54 ―     ― 
（注１） 「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 
（注２） 平成 19 年 10 月１日民営化後の期間における当期純利益を、同日以降の普通株式の期中平均株式数

で除して算定した１株当たり当期純利益は、385 円 37銭であります。 
 
 
(2) 財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 １株当たり純資産 

  百万円  百万円 ％  円 銭 
20 年９月中間期 110,353,376 1,001,018 0.9 50,050 91 
20 年３月期 112,524,670 904,250 0.8 45,212 54 
（参考） 自己資本  20 年９月中間期   1,001,018 百万円    20 年３月期       904,250 百万円 
 
 
２．21年３月期の業績予想（平成 20年４月１日 ～ 平成 21年３月 31日） 

 経 常 収 益 経 常 利 益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円  百万円  百万円 円 銭 
通 期 15,090,000 246,000 31,000 1,550 00 
 
 
３．その他 
発行済株式数（普通株式） 
期末発行済株式数（自己株式を含む）  

         
 
（注意事項） 本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現時点で合理的であると判断する一定

の前提に基づいており、将来の業績は、経営環境に関する前提条件の変化等に伴い、予想と異なる可能性が
あることにご留意ください。 

 

20 年９月中間期 20,000,000 株 
20 年３月期  20,000,000 株 
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１．経営成績及び財政状態 

(1) 経営成績に関する分析 

当社は、郵政民営化法に基づき、平成 18年９月１日に｢株式会社かんぽ｣として設立され、平成 19年９

月 30 日までの間、生命保険会社として営業を開始するための準備を行い、同年 10 月１日の民営化時に日

本郵政公社の簡易生命保険の業務・機能を承継して生命保険事業を開始し、民営化時に日本郵政公社で保

障していた保険契約 5,518 万件、保険金額 152 兆円及び年金保険 656 万件、年金額 2兆 4千億円を独立行

政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構からの再保険として受再いたしました。 

民営化後１年が経過し、平成 20 年４月から９月までの半年間で、個人保険が 90 万件、金額 2 兆 5,212

億円、個人年金保険が 9万 9千件、金額 3,396 億円の新契約を募集いたしました。 

民営化に際して時価で承継した金銭の信託で保有する株式及び外債について、当中間期の株安・円高に

よる影響を受け、資産運用費用を 1,643 億円計上しましたが、経常収益は 7兆 3,151 億円、経常費用は 7

兆 2,087 億円、経常利益は 1,063 億円となりました。 

また、中間純利益は、特別利益として価格変動準備金 863 億円等を戻入し、さらに契約者配当準備金と

して 1,565 億円を繰り入れ、法人税及び住民税 129 億円、法人税等調整額 14 億円を計上した結果、247 億

円となりました。 

なお、基礎利益は 2,298 億円となりました。 

 

(2) 財政状態に関する分析 

当中間期末における総資産は 110 兆 3,533 億円となりました。資産の部の総額のうち、有価証券は 85

兆 4,624 億円、貸付金は 19 兆 223 億円となりました。 

負債の部の総額は、109 兆 3,523 億円となりました。このうち保険契約準備金は、106 兆 1,220 億円と

なりました。 

純資産の部は、その他有価証券評価差額金△ 516 億円の計上により、1兆 10 億円となりました。 

ソルベンシー・マージン比率につきましては、1,357％と高い健全性を維持しております。 

 

２．平成 20 年度の見通し 

平成 20年度の業績見通しといたしましては、当中間期の状況を踏まえ、経常収益 15 兆 900 億円、経常利

益 2,460 億円を見込んでおります。当期純利益は、契約者配当準備金への繰入等により、310 億円を見込ん

でおります。 
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３．中間財務諸表 

(1) 中間貸借対照表 

 
当中間会計期間末 

（平成 20年９月 30日） 
前事業年度の貸借対照表 
（平成 20年３月 31日） 

科   目 
金  額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

金  額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

（資産の部）     

現金及び預貯金 1,774,767 1.6 2,080,139 1.8 

現金 6,333  10,298  

預貯金 1,768,433  2,069,841  

コールローン 1,492,869 1.4 788,686 0.7 

債券貸借取引支払保証金 1,276,767 1.2 1,454,885 1.3 

買入金銭債権 2,136 0.0 59,981 0.1 

金銭の信託 573,236 0.5 1,861,542 1.7 

有価証券 85,462,455 77.4 85,568,884 76.0 

国債 71,065,228  68,959,931  

地方債 4,072,198  3,711,596  

社債 9,214,669  10,387,483  

 外国証券 1,110,358  2,509,872  

貸付金 19,022,352 17.2 19,921,240 17.7 

保険約款貸付 81  17  

一般貸付 95,834  12,278  

機構貸付 18,926,436  19,908,944  

有形固定資産 118,593 0.1 97,892 0.1 

土地 40,726  40,726  

建物 36,319  37,266  

建設仮勘定 47  9  

その他の有形固定資産 41,500  19,890  

無形固定資産 50,551 0.0 44,340 0.0 

ソフトウェア 50,535  44,326  

その他の無形固定資産 15  13  

代理店貸 116,405 0.1 137,754 0.1 

その他資産 272,028 0.2 275,835 0.2 

未収金 16,646  1,264  

前払費用 192  293  

未収収益 248,005  255,925  

預託金 485  76  

仮払金 5,443  17,219  

その他の資産 1,254  1,056  

繰延税金資産 191,865 0.2 234,196 0.2 

貸倒引当金 △ 652 △ 0.0 △ 707 △ 0.0 

資産の部合計 110,353,376 100.0 112,524,670 100.0 
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当中間会計期間末 

（平成 20年９月 30日） 
前事業年度の貸借対照表 
（平成 20年３月 31日） 

科   目 
金  額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

金  額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

（負債の部）     

保険契約準備金 106,122,088 96.2 108,479,918 96.4 

支払備金 998,976  888,173  

責任準備金 102,285,045  104,735,362  

契約者配当準備金 2,838,066  2,856,381  

再保険借 104 0.0 192 0.0 

その他負債 2,703,072 2.4 2,528,971 2.2 

債券貸借取引受入担保金 1,438,244  1,636,572  

未払法人税等 2,250  26,300  

未払金 765,913  254,961  

未払費用 10,031  6,963  

前受収益 3  0  

預り金 11,569  8,207  

機構預り金 415,670  565,804  

仮受金 56,963  26,923  

その他の負債 2,425  3,237  

退職給付引当金 54,361 0.0 52,316 0.0 

役員退職慰労引当金 40 0.0 19 0.0 

価格変動準備金 472,691 0.4 559,002 0.5 

負債の部合計 109,352,358 99.1 111,620,419 99.2 

（純資産の部）     

資本金 500,000 0.5 500,000 0.4 

資本剰余金 500,044 0.5 500,044 0.4 

資本準備金 405,044  500,044  

その他資本剰余金 95,000  －  

利益剰余金 52,619 0.0 27,858 0.0 

その他利益剰余金 52,619  27,858  

繰越利益剰余金 52,619  27,858  

株主資本合計 1,052,663 1.0 1,027,902 0.9 

その他有価証券評価差額金 △ 51,645 △ 0.0 △ 123,651 △ 0.1 

評価・換算差額等合計 △ 51,645 △ 0.0 △ 123,651 △ 0.1 

純資産の部合計  1,001,018 0.9 904,250 0.8 

負債及び純資産の部合計 110,353,376 100.0 112,524,670 100.0 
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(2) 中間損益計算書 

 
当中間会計期間 

（自 平成 20 年４月１日 
 至 平成 20 年９月 30 日） 

前事業年度の損益計算書 
（自 平成 19 年４月１日 

     至 平成 20 年３月 31 日） 

科     目 
金  額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

金  額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

経常収益 7,315,107 100.0 7,686,842 100.0 
保険料等収入 3,978,227  3,886,601  
保険料 3,978,227  3,886,601  

資産運用収益 885,198  871,353  
利息及び配当金等収入 830,897  839,559  
預貯金利息 2,821  2,549  
有価証券利息・配当金 550,889  546,885  
貸付金利息 618  2  
機構貸付金利息 270,003  285,570  
その他利息配当金 6,564  4,551  

有価証券売却益 52,991  30,779  
有価証券償還益 19  16  
為替差益 1,068  －  
その他運用収益 221  997  

その他経常収益 2,451,682  2,928,888  
責任準備金戻入額 2,450,317  2,922,887  
退職給付引当金戻入額 －  666  
その他の経常収益 1,365  5,334  

経常費用 7,208,799 98.5 7,674,850 99.8 
保険金等支払金 6,623,619  6,149,669  
保険金 6,592,387  6,147,434  
年金 5,035  960  
給付金 115  13  
解約返戻金 3,253  239  
その他返戻金 22,828  1,021  

責任準備金等繰入額 123,958  739,579  
支払備金繰入額 110,803  726,697  
契約者配当金積立利息繰入額 13,155  12,881  

資産運用費用 164,373  494,801  
支払利息 3,942  1,788  
金銭の信託運用損 109,023  318,576  
有価証券売却損 51,180  62,449  
有価証券評価損 －  105,568  
有価証券償還損 39  44  
為替差損 －  6,231  
貸倒引当金繰入額 4  －  
その他運用費用 183  143  

事業費 267,839  266,550  
その他経常費用 29,007  24,249  
税金 18,356  15,176  
減価償却費 8,350  8,299  
退職給付引当金繰入額 1,440  －  
役員退職慰労引当金繰入額 21  19  
その他の経常費用 838  754  

経常利益 106,308 1.5 11,991 0.2 
特別利益 89,338 1.2 113,552 1.5 
価格変動準備金戻入額 86,310  113,536  
その他特別利益 3,028  15  

特別損失 11 0.0 168 0.0 
固定資産等処分損 11  162  
減損損失 －  6  

契約者配当準備金繰入額 156,506 2.1 106,910 1.4 
税引前中間（当期）純利益 39,128 0.5 18,465 0.2 
法人税及び住民税 12,910 0.2 154,586 2.0 
法人税等調整額 1,456 0.0 △ 143,807 △ 1.9 
中間（当期）純利益 24,761 0.3 7,686 0.1 
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(3) 中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間（自 平成 20年４月１日 至 平成 20年９月 30日） 

株 主 資 本 

資本剰余金 利益剰余金 

そ の 他 
利益剰余金 

 
資 本 金 

資本準備金 
そ の 他 
資本剰余金 

資本剰余金
合 計 

繰 越 利 益 
剰 余 金 

利益剰余金 
合 計 

株主資本合計 

平成 20年３月 31日残高 
（百万円） 

 500,000 500,044 － 500,044 27,858 27,858 1,027,902 

中間会計期間中の変動額        

資本準備金の取崩  △ 95,000  △ 95,000   △ 95,000 

その他資本剰余金の積立て    95,000 95,000   95,000 

中間純利益     24,761 24,761 24,761 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） 

      － 

 中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ △ 95,000 95,000 － 24,761 24,761 24,761 

平成 20年９月 30日残高 
（百万円） 

500,000 405,044 95,000 500,044 52,619 52,619 1,052,663 

評価・換算差額等 

 その他有価証券 
評 価 差 額 金 

評価・換算差額等 
合 計 

純資産合計 

平成 20年３月 31日残高 
（百万円） 

△ 123,651 △ 123,651 904,250 

中間会計期間中の変動額    

資本準備金の取崩   △ 95,000 

その他資本剰余金の積立て   95,000 

中間純利益   24,761 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） 

72,006 72,006 72,006 

 中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

72,006 72,006 96,767 

平成 20年９月 30日残高 
（百万円） 

△ 51,645 △ 51,645 1,001,018 
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成 19年４月１日 至 平成 20年３月 31日） 

 

 

株 主 資 本 

資本剰余金 利益剰余金 

そ の 他 
利益剰余金 

 
資 本 金 

資本準備金 
資本剰余金
合 計 

繰 越 利 益 
剰 余 金 

利益剰余金 
合 計 

株主資本合計 

平成 19年３月 31日残高 
（百万円） 

 50 50 50 △ 22 △ 22 77 

事業年度中の変動額       

新株の発行 499,950 499,994 499,994   999,944 

民営化に伴う税効果調整額     20,194 20,194 20,194 

当期純利益    7,686 7,686 7,686 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額） 

     － 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

499,950 499,994 499,994 27,880 27,880 1,027,825 

 平成 20年３月 31日残高 
（百万円） 

500,000 500,044 500,044 27,858 27,858 1,027,902 

評価・換算差額等 

 その他有価証券 
評 価 差 額 金 

評価・換算差額等 
合 計 

純資産合計 

平成 19年３月 31日残高 
（百万円） 

－ － 77 

事業年度中の変動額    

新株の発行   999,944 

民営化に伴う税効果調整額   20,194 

当期純利益   7,686 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額） 

△ 123,651 △ 123,651 △ 123,651 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△ 123,651 △ 123,651 904,173 

 平成 20年３月 31日残高 
（百万円） 

△ 123,651 △ 123,651 904,250 
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(4) 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 当中間会計期間 
（自 平成 20年４月 1日 至 平成 20年９月 30日） 

１．有価証券の評価

基準及び評価方

法 

 

 有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む。）の評価は、

次のとおりであります。 

 （１）満期保有目的の債券 

    移動平均法による償却原価法（定額法） 

 

 （２）責任準備金対応債券（「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及 

   び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）に基づく責任準

備金対応債券をいう） 

    移動平均法による償却原価法（定額法） 

 

 （３）その他有価証券 

① 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等による時価法（売却原価の算定は移動平均法） 

② 時価のないもの 

  移動平均法による償却原価法（定額法） 

 なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま

す。 

２．金銭の信託の評

価基準及び評価

方法 

 

その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）における信託財産の構成物の評価は、

中間決算日の市場価格等（株式については中間決算日以前１ヶ月の市場価格等の平均）による

時価法によっております。 

信託財産を構成している不動産のうち建物部分については定額法、建物以外のものについて

は定率法による減価償却分を取得原価から除いております。 

なお、その他の金銭の信託の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま

す。 

３．デリバティブ取

引の評価基準及

び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法によっております。 

４．有形固定資産の

減価償却の方法 

有形固定資産の減価償却は、次の方法により年間見積額を期間により按分し計上しておりま

す。 

・建 物     定額法によっております。 

・建物以外    定率法によっております。 

５．無形固定資産の

減価償却の方法 

ソフトウェア   利用可能期間に基づく定額法によっております。 
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 当中間会計期間 
（自 平成 20年４月 1日 至 平成 20年９月 30日） 

６．外貨建資産等の

本邦通貨への換

算基準 

外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場により円換算しております。 

なお、法人税法に規定する為替相場の著しい変動があり、かつ、回収の見込みがない（又は

重要）と判断される外貨建資産・負債については、中間決算日の為替相場により円換算してお

ります。 

７．貸倒引当金の計

上方法 

貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引当

基準に則り、貸倒実績率に基づき算定した額及び個別に見積もった回収不能額を計上しており

ます。 

８．退職給付引当金

の計上方法 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る会計基準（「退職給付に

係る会計基準の設定に関する意見書」平成 10 年６月 16 日企業会計審議会）に基づき、当中間

期末において発生したと認められる額を計上しております。 

９．役員退職慰労引

当金の計上方法 

役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、「租税特別措置法上の準備金

及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（平成

19年４月 13日日本公認会計士協会）に基づき、内規に基づく支給見込額を計上しております。 

10．価格変動準備金

の計上方法 

価格変動準備金は、保険業法第 115 条の規定に基づき算出した額を計上しております。 

11．責任準備金の積

立方法 

責任準備金は、保険業法第 116 条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については次

の方式により計算しております。 

（１）標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成 8 年大蔵省告示

第 48号） 

 

（２）標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

12．その他中間財務

諸表作成のため

の基本となる重

要な事項 

（１）消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 （２）連結納税制度の適用 

    日本郵政株式会社を連結納税親法人とする連結納税制度を適用しております。 

 


